
 

要介護（要支援）者が支払った介護保険の１割～３割の利用者負担額が所得に応じた一定の上

限額を超えた場合は高額介護サービス費等として、超えた分が払い戻されます。 

◎申請等について 

〔支給申請について〕 

○ 給付の対象予定となる方には、サービス利用月の翌々月の末に、申請書とお知らせの通知を

送付します。送られてきた申請書に記入押印をして申請してください。その後、決定通知書

を送付します。 

○原則、申請された月の翌々月の１０日（１０日が休日の場合、前開庁日）に本人の口座に 

振り込まれます。※年間上限該当分については振り込み日が異なる場合があります。 

○ 保険料の未納があり、給付制限を受けている間は、支給されません。 

○ １回申請をされますと、翌月以降に高額介護サービス費の対象となった場合、自動的に登録

された口座へ振り込みます。 

○ （注意）・申請不備の場合は、振り込みまでの手続きが遅くなる場合があります。 

・申請書に記入された口座を解約しないようにして下さい。 

〔支給金額の変更について〕 

○通知文書に記載されている支給予定金額については各種減免認定や請求状況によって変更

となる場合があります。 

◎利用者負担上限額（支給要件）の考え方 

所得に応じた上限額の設定がなされており、上限額を超えた分が払い戻されます。 

利用者負担段階区分 利用者負担の上限額（月額） 

現役並み所得者 

（住民税課税世帯で同一世帯に課税所得１４５万円以上の第１号被保険者がいる方） 

 

４４，４００円 

(個人、世帯合計) 

一般世帯（課税世帯で上記現役並み所得者がいない世帯） 
※経過措置 一般世帯のうち介護保険の負担割合が１割負担者のみの世帯は、年間の

負担総額が４４６,４００円（３７，２００円×１２月）を超えない仕

組みとなります（平成３２年７月まで）。 

４４，４００円 

(個人、世帯合計) 

             住民税非課税世帯 

下記の要件に該当しない方 
２４，６００円 

(個人、世帯合計) 

●合計所得金額と課税年金収入額

の合計が８０万円以下の方 

●老齢福祉年金受給者 

２４，６００円(世帯合計) 

１５,０００円（個人） 

●生活保護の受給者 

●利用者負担を１５，０００円に減額することで生活保護の受給者とならない方 

１５，０００円 

(個人、世帯合計) 

※経過措置の計算期間は８月から翌年７月までとなります。例えば、平成２９年度分の計算期間は平成２９年８月～

平成３０年７月までとなり、この期間に４４６,４００円を超える負担のあった世帯に、高額介護（予防）サービ

ス費等が支給されます。原則として翌年７月３１日時点の世帯に基づいて計算します。例えば、平成２９年度分に

ついては、原則平成３０年７月３１日時点の世帯に基づいて計算します。 

 



 

参考（例１）：一般世帯の施設サービス利用者の場合（介護老人保健施設等） 

 

☆利用者負担額 

 施設サービス利用料    ５０,０００円  高額介護サービス費支給対象 

 食費           ２０,０００円  支給対象外             

 居住費           １０,０００円  支給対象外 

 教養娯楽費          ３,０００円  支給対象外 

 

５０，０００円（施設サービス利用料）―４４，４００円（上限額）＝５，６００円（高額介護サービス費支給額） 

 

 ※年度内（８月から翌年の７月迄）が全月同じ利用状況であるとすれば、１割負担者のみの世帯の場合、 

   ６００,０００円（施設サービス利用料５０,０００円×１２月分）－６７,２００円（高額介護サービス費 

５,６００×１２月）―４４６,４００円（経過措置の年間上限額）＝８６,４００円が経過措置の対象として、 

支給される。 

   

介護給付（施設介護サービス費） ※利用者負担（1 割～３割負担） 

施設での介護サービスの費用         利用者負担上限額 

食費、居住費    負担限度額  

日常生活費 （対象外） 

（対象外） 

 

 

高額介護サービス費として払い戻し 

 

 

 

 

 高額介護サービス費等の支給のしくみ  

※食費、居住費、日常生活

費は支給対象に含まれませ

ん。 



住 宅 改 修 費 

 

住 宅 改 修 費 

 

※福祉用具購入費、住宅改修

費及びサービス計画費は支給

対象に含まれません。 

介護予防給付、総合事業支給 ※利用者負担（1 割～３割負担） 

居宅介護予防サービス費、総合事業           利用者負担上限額 

福 祉 用 具 購 入 費 

サービス計画費 

（対象外） 

（対象外） 

 

 

高額介護予防サービス費として払い戻し 

※総合事業分は高額介護予防サービス費相当支給費と

して払い戻し 

 

 

参考（例２）：住民税非課税世帯で同一世帯に要介護者の配偶者（介護保険利用者負担額２７,０００円） 

がいる要支援者の場合 

 

☆利用者負担額 

 介護予防通所リハビリ                        ３,０００円  高額介護予防サービス費支給対象 

 介護通所介護相当サービス（総合事業）    ３,０００円  高額介護予防サービス費相当支給費対象 

 住宅改修                    ２０,０００円  支給対象外 

 福祉用具購入                １０,０００円  支給対象外 

 

※要支援者の上限額の計算 世帯上限額２４,６００円を按分する。 

３,０００÷(２７,０００+３,０００※介護関係の夫婦合計負担額）＝０.１  

  ２４,６００×０.１=２,４６０円（上限額） 

３，０００円（介護予防通所リハビリ費用）―２,４６０円（上限額）＝６４０円（高額介護予防サービス費支給額） 

３，０００円（介護通所介護相当サービス費用）＝高額介護予防サービス費相当支給費支給額 

※介護予防通所リハビリの費用が高額介護サービス費の上限額を上回っているため、総合事業分は全て支給される。 

（対象外） 

 

 


